
第１号様式（第６条関係）

京都市伝統産業設備改修等補助制度 交付申請書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	令和　　　年　　　月　　　日

	①申請者の主たる事務所の所在地

〒

②対象設備の所在地（①と同じ場合は記載不要）

〒


	申請者の名称及び代表者名

　　　　　　電話 (　　　)　　　－　　　

	京都市伝統産業設備改修等補助制度交付要綱第６条の規定により，下記のとおり補助金の交付を申請します。

記

	申請者概要
	職  種

（京都市伝統産業指定74品目より選択）
	

	
	加盟組合等名
	

	
	過去に補助交付を受けた回数
（（　）内に該当する年度を記入）
	　　　　回（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	従業員数
	人
	資本金
	円

	
	担当者名：　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号 (　　　　)　　　　　－

	補助事業内容
	対象設備名
	（対象設備は原則１社１台に限ります）

	
	種別（該当するものに○）：　　　新設　　　・　　　更新　　　・　　　改修

	事業着工予定日
及び完了予定日
	着工予定日
	年　　月　　日
	完了予定日
	年　　月　　日

	申請理由

※いずれか１つに
チェックしてください。
	　□　⑴法令改正等により至急設備を改修・更新又は新設する必要がある

　□　⑵設備の老朽化等により，火災等の事故や環境汚染等の可能性がある

　□　⑶設備の老朽化等により，事業の存続が困難な状況にある
　□　⑷設備の老朽化等により，生産能力が低下している

　□　⑸事業拡大や新規事業等のために，設備を改修・更新又は新設する必要がある　　　　　　　

	現在生じている

具体的な支障の内容，

改修等の必要性
	

	総事業費

（税抜額）
	
	円

	補助対象経費
（市記入欄）
	（申請時）
	円
	（評価後）
	円

	補助金交付申請額

（税抜額）
	
	円
	（市記入欄・評価後）
	円

	改修等により
見込まれる効果
※該当するもの全てに
チェックしてください。
	　□　⑴倒産・廃業を免れる　　　　　　□　⑸新商品開発につながる
　□　⑵売上高が向上する　　　　　　　□　⑹従業員の新規雇用につながる

　□　⑶経費削減につながる　　　　　　□　⑺事業の内製化につながる
　□　⑷事業の海外進出につながる　　　□　⑻事業承継※につながる

	市内業者への発注
	　□　市内業者に発注する　　　　　　　□　市内業者に発注しない
（しない場合の理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※事業承継とは：後継者への代替わり（代表者変更）を指します。設備改修以前に代替わりを行なっている場合等は，該当しませんので御注意ください。

第２号様式（第６条関係）
事業予算書
	支出の部
	経　費　内　訳
	　　金　　額　（税抜額）
	支払先等

	
	
	円
	

	
	
	
	

	
	合計
	円
	

	
	
	
	

	収入の部
	区　　　分
	　　金　　額　（税抜額）
	注意事項

	
	
	
	・見積明細書は必ず添付してください。
※国庫補助金を併用する場合には，事業経費の総額から国補助　金額を差し引いた額の１／３が　補助申請額となります。
　本件申請後に国庫補助金の申請を行った場合には，必ず御連絡　ください。

	
	市補助金
	円
	

	
	
	
	

	
	府補助金
	円
	

	
	
	
	

	
	※国庫補助金
	円
	

	
	自己負担金
	円
	

	
	合計
	円
	


第３号様式（第６条関係）

京都市伝統産業設備改修等補助制度 交付副申書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	令和　　　年　　　月　　　日

	組合等の主たる事務所の所在地
	組合等の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	京都市伝統産業設備改修等補助制度交付要綱第６条第２号の規定により，下記のとおり　補助金の交付について副申します。
記



	副申対象申請者
	

	申請者について
	□　申請者は当該組合の組合員である。
□　申請者は組合員ではないが，産地振興に必要と認め，組合として副申する。

	補助事業内容
	

	産地組合として
副申する理由
	緊急性について（例：法令改正等により至急設備の改修等が必要
　　　　　　　　　　設備の改修等を実施しないと事業の継続が困難など）

	
	稀少性について（例：同業者数が著しく少ない，他社にはない独自の技術があるなど）

	
	事業の必要性（例：新商品開発，海外進出に不可欠など）


　　　　※この様式は，必ず産地組合等が御記入ください。また，様式の控えを組合にて保管ください。
　　　　

第１号様式（第４条，第５条及び第７条関係）
誓　　約　　書
	（宛先）
	令和　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）

	誓約書の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
㊞

　　　　　　電話　　　　　－　　　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は，次に掲げる区分に応じ，それぞれ次に掲げる者について記入してください。
　　⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは，市長等が指定する使用人に限る。）
　　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは，市長等が指定する使用人に限る。）
第４号様式（第７条関係）

京都市伝統産業設備改修等補助制度 事前着手届

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	令和　　　年　　　月　　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	　標記の事業について早期に着手したいので，京都市伝統産業設備改修等補助制度交付要綱第７条の規定により，下記のとおり届け出ます。

記

	補助事業内容
	

	着手予定年月日
	年　　　　　　月　　　　　　日

	交付決定前の着手を

必要とする理由
	


第５号様式（第９条関係）

京都市伝統産業設備改修等補助制度 変更承認申請書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	令和　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	　　　　　年　　月　　日付け京都市指令　　　第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業の計画を，下記のとおり変更したいので，京都市伝統産業設備改修等補助　制度交付要綱第９条第１項の規定に基づき，承認を申請します。
記

	変更の理由
	

	

	
	変更前
	変更後

	変更の内容
	
	

	完了予定日
	　　　年　　　月　　　日
	　　　年　　　月　　　日

	総事業費

（税抜額）
	
	円
	
	円

	補助対象経費

（税抜額）
	（市記入欄）
	円
	（市記入欄）
	円

	補助金額
	（交付決定額）
	円
	（変更額）
	円

	添付書類
	・変更後事業予算書（第６号様式）

・変更後の見積書及び見積明細書の写し

・当初交付決定時の事業予算書（第２号様式）

・その他，変更の内容を確認できる書類（　　　　　　　　　　　）

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号(　　　　)　　　　　－　　　


第６号様式（第９条関係）
変更後事業予算書
　　
	支出の部
	経　費　内　訳
	　　金　　額　（税抜額）
	支払先等

	
	
	円
	

	
	
	
	

	
	合計
	円
	

	
	
	
	

	収入の部
	区　　　分
	　　金　　額　（税抜額）
	注意事項

	
	
	
	・見積明細書は必ず添付してください。
※国庫補助金を併用する場合には，事業経費の総額から国補助　金額を差し引いた額の１／３が補助申請額となります。
　本件申請後に国庫補助金の　申請を行った場合には，必ず御連絡ください。


	
	市補助金
	円
	

	
	
	
	

	
	府補助金
	円
	

	
	
	
	

	
	※国庫補助金
	円
	

	
	自己負担金
	円
	

	
	合計
	円
	


第７号様式（第９条関係）

京都市伝統産業設備改修等補助制度 中止・廃止承認申請書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	令和　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電話 (　　　)　　　－　　　

	　　　　　年　　月　　日付け京都市指令　　　第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業を下記の理由により廃止（中止）したいので，京都市伝統産業設備改修等　　補助制度交付要綱第９条第３項の規定に基づき，承認を申請します。

記



	廃止（中止）する

補助事業内容
	

	廃止（中止）する理由
	

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号(　　　　)　　　　－　　　


第８号様式（第10条関係）

京都市伝統産業設備改修等補助制度 実績報告書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	令和　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電話 (　　　)　　　－

	　　　　　年　　月　　日付け京都市指令　　　第　　号をもって交付決定通知を受けた上記補助事業を完了しましたので，京都市伝統産業設備改修等補助制度交付要綱１０条の　規定により，下記のとおり実績を報告します。
記

	補助事業内容
	

	事業着工日
及び完了日
	着工日
	　　　　年　　月　　日
	完了日※1
	　　　　年　　月　　日

	総事業費

（税抜額）
	
	円

	補助対象経費

（税抜額）
	（市記入欄）
	円

	補助交付決定額※2
	
	円

	添付書類
	・事業決算書（第９号様式）
・請求書及び請求明細書の写し
・領収書又は振込明細の写し
・事業の完了を証明する写真
（改修の対象が複数ある場合はそれらすべての写真を提出すること。）

・その他市長が必要と認め指示する書類（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　日中連絡が取れる電話番号(　　　　)　　　　　－


※1　工事代金の支払いが完了した日もしくは実際の工事が完了した日のいずれか遅い方の日付を記入してください。

※2　実際の工事により，総事業費もしくは補助対象経費に変動があり，補助金額が当初の交付決定額を下回る場合には，減額後の補助金申請額を記入してください。

第９号様式（第10条関係）

事業決算書
　記入日　　　年　　月　　日
	支出の部
	経　費　内　訳
	　　金　　額　（税抜額）
	支払先等

	
	
	円
	

	
	
	
	

	
	合計
	円
	

	
	
	
	

	収入の部
	区　　　分
	　　金　　額　（税抜額）
	注　意　事　項

	
	
	
	・請求明細書は必ず添付してください。
・事業経費の支払いに当たっては，振込手数料は申請者が負担してください。事業経費から振込　手数料分を差し引いての振込は認められません。

	
	市補助金
	円
	

	
	
	
	

	
	府補助金
	円
	

	
	
	
	

	
	国庫補助金
	円
	

	
	自己負担金
	円
	

	
	合計
	円
	



京都市伝統産業設備改修等補助制度 概算払請求書

	（宛先）　　　　　京　都　市　長
	令和　　　年　　月　　日

	申請者の主たる事務所の所在地
	申請者の名称及び代表者名

	〒
	

	
	電話 (　　　)　　　－　　　


　京都市伝統産業設備改修等補助制度交付要綱第11条の規定に基づき，下記のとおり補助金の概算払を請求します。

記

	補助事業内容
	

	事業着工予定日
及び完了予定日
	着工予定日
	令和　　年　　月　　日
	完了予定日
	令和　　年　　月　　日

	補助金交付予定額
	円

	受領済補助金額
	円

	概算払請求額
	円

	補助金交付残額
	円


第10号様式（第11条関係）








